■障害者自立支援法に関する意見書■

（意見書案 第３号）

　平成17年2月10日、国会に上程された「障害者自立支援法」は、障害者の地域生活と就労を推進し、自立を支援する観点から、現在障害種別ごとに提供されている福祉サービスを共通のものとする仕組みの創設や、障害があっても自立した生活ができるよう適切な支援を行うことを目的としている。
　一方で、財政面では、支援費制度における財源を義務的経費化と、サービス利用料に応じて原則1割の負担を求めている。
　しかしながら、サービス利用量に応じて負担制度「応益負担」の導入は、その所得を低額の障害基礎年金や家族からの扶養に依拠している多くの障害者にとって過度な負担となっている。
　障害者自立支援法は、地域生活者支援の充実、自立支援策の具体策の具体化など、真に自立支援策の具体化など、真に自立支援に資する制度として公平な利用者負担を求める制度とすべきである。
　よって、障害者自立支援法の制定と実施に当たっては、サービス利用に支障が生じないよう、障害当事者・関係者、地方自治体とも充分な協議と合意の上、実施されるよう強く要請するものである。

以上、地方自治法99条の規定により意見書を提出する。

　平成17年6月23日
　

京都府長岡京市議会

（意見書提出先：内閣総理大臣、財務大臣、厚生労働大臣）

